
 

　那須塩原市森林環境整備促進基金の活用に関する基本方針 

 

（目的） 

第１条　森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律（平成３１年法律第３号。以

下「法」という。）に基づき、森林の整備及び木材の利用の推進に関する事業に

資金を充てることを目的に設置した那須塩原市森林環境整備促進基金（以下「基

金」という。）の活用を図るため、この基本方針を定める。 

 

（基金の活用） 

第２条　基金は、法の趣旨に基づき、法第３４条第１項に規定された使途の範囲内

で次の事業に活用する。 

⑴　森林の整備に関する事業 

⑵　森林の整備を担うべき人材の育成及び確保に関する事業 

⑶　森林の有する公益的機能に係る普及啓発に関する事業 

⑷　木材の利用促進に関する事業 

⑸　その他の森林整備の促進に関する事業 

２　前項第４号の事業については、県産出材の使用を原則とする。ただし、県産出

材の使用が困難な場合は、国産材の使用も可とする。 

３　同条第１項第４号の事業の実施に当たっては、那須塩原市公共建築物等におけ

る木材の利用促進に関する方針を遵守するものとする。 

 

（活用方法） 

第３条　前条第１項の各号に定める事業の具体的な活用方法については、別表のと

おりとする。 

 

（予算措置） 

第４条　基金の活用を希望する部局（以下「担当部局」という。）は、事前に農務

畜産課と協議するものとする。 

２　基金を活用する事業の予算措置は、事業の担当部局において行うものとする。 

 

（基金への積立て） 

 



 

第５条　基金の積立ては、森林環境譲与税及び基金の運用から生ずる収益に限るも

のとする。 

 

（基金の管理） 

第６条　基金の管理は、農務畜産課において行うものとする。 

 

（使途の公表） 

第７条　法第３４条第３項に規定された森林環境譲与税の使途の公表については、

市ホームページにおいて行うものとする。 

 

附　則 

この方針は、令和２年１０月１日から適用する。 

 

附　則 

この方針は、令和８年６月１０日から適用する。 

　 

 


